
予算要求資料
平成30年度当初予算支出科目　款：教育費　項：大学費　目：情報科学芸術大学院大学費
	事業名　新岐阜イノベーション工房プロジェクト事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　情報科学芸術大学院大学　事務局教務課　電話番号：0584-75-6600（内8224）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c21905@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　18,002千円（前年度予算額： － 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	18,002
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18,002

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　平成29年6月6日に経済産業省から公表された「ものづくり白書2017」では、IoT等を活用したものづくり産業のビジネス変革に必要な思考方法として、「デザイン思考」「システム思考」を挙げている。
　IAMASは、平成8年4月の開学以来、他に先んじてこれらの思考法に関する教育・研究に取り組んできた。このため、学内にはそのノウハウが蓄積されており、それが各方面から注目され、複数の大手企業との共同研究につながっている。
　一方、県内企業の大多数を占める中小企業は、今後の生き残りのため、先述の白書の指摘にあるとおり、従来のような下請け受注中心の取引構造に甘んじることなく、独自の新商品・新サービスを開発し、新たな市場開拓に取組んでいく必要がある。しかし、どのようにアイデアを生み出し、実製品として練り上げていくか、といったノウハウはほとんど知られていない。また、IAMASがそのような実績を積み重ねている事実も、あまり知られていない。
　そこで本事業では、IAMASがこれまでに蓄積してきたデザイン思考・システム思考に関するノウハウを、県内中小企業に広く理解してもらうことで、企業独自の新商品・新サービス開発の活性化を図る。
（２）事業内容
　IAMASがこれまで蓄積してきたデザイン思考・システム思考に関する教育・研究の内容について短期間で習得できる体験講座等を一般向けに提供し、新商品・新サービス開発に取り組む社内リーダーを育成する。
［事業概要］
· 基調講演及び公開討論会（県内中小企業職員：200人）
· 　「システム思考」「デザイン思考」に関するIAMASの教育・研究の概要とその重要性・有効性について、県内産業界に普及・啓発する。
· 　基本的には、この基調講演等の聴講者の中から、その有用性を認識した者が、次の段階として体験講座の受講生となることを想定する。

· 体験講座(ワークショップ)事業（参加者25人）
· 　IAMASがこれまでに教育・研究を進めてきた新商品・サービス開発を進めるための思考方法について、試作品の制作、試行を繰り返し実践しながら会得するため、複数グループによる体験講座を開催する。[全12回]
· 　受講者が体験講座で得たノウハウの応用（自社内での試作・開発）における個別の相談に対応する。
· 　成果・進捗報告会を開催し、グループ間の取組み内容の違いについて、受講生間で情報共有する。
· 事業成果普及啓発事業
· 事業の成果報告を電子化しwebで公開する仕組みを構築する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県　１０／１０
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費/旅費
	622
	講師謝金、費用弁償、業務旅費

	需用費
	83
	資料コピー代ほか

	役務費
	41
	通信運搬費

	委託料
	12,633
	基調講演運営業務、ワークショップ運営業務

	備品購入費
	4,623
	ＵＶインクジェットプリンター

	合計
	18,002
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県成長・雇用戦略2017－(2)岐阜県第４次産業革命推進プロジェクト

　　　　（６）IAMASでの世界に通用する人づくり（科学と芸術の融合分野）
（２）後年度の財政負担
　　　事業効果を見ながら同規模で三年間の継続実施
（３）事業主体及びその妥当性
　　　国からも注目される本学の思考方法は、他者をおいて実施不可能。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　IoTを活用した新製品開発や新価値サービス創造について、平成32年までに実践的に普及・促進を図り、県内中小企業の開発・経営力を強化する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目標
	達成率

	基調講演参加者

	0 
（H29）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	600
（H32）
	％


	ワークショップ参加企業数
	0 
（H29）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	75
（H32）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　第４次産業革命の潮流の中、県の成長・雇用戦略プロジェクトを推進していくためには、これまでの現場改善を中心とした合理化に加え、新たな価値創造の視点での取り組みが不可欠。これを単なる座学のみではなく実践的に身に着ける方法として、本学の20年に亘り積み上げた教育メソッドが有効。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか




